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 本入札説明書（以下「入札説明書」という。）は、浜松市（以下「市」という。）が

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年7月30日

法律第117号、以下「PFI 法」という。）に基づき、令和5年5月8日に特定事業として選定

した第2期古橋廣之進記念浜松市総合水泳場（ToBiO）運営維持管理事業（以下「本事業」

という。）を実施する者を選定するため、総合評価一般競争入札（以下「本件入札」とい

う。）を実施するにあたり、本事業及び本件入札に係る条件を提示するものである。 

下記に示す資料は、入札説明書と一体のもの（以下「入札説明書等」という。）であ

る。なお、令和5年1月26日に公表した実施方針及び要求水準書（案）は、本件入札の条件

を構成せず、その後公表された「実施方針等に関する質問・意見に対する回答」によって

修正されるべき事項については、入札説明書等の公表をもって修正されたものとみなす。 

 

【別添資料】 

別添資料 1：要求水準書 

別添資料 2：落札者決定基準 

別添資料 3：様式集 

別添資料 4：基本協定書（案） 

別添資料 5：事業契約書（案） 

別添資料 6：モニタリング基本計画（案） 
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Ⅰ 特定事業に関する事項 

 

１ 事業内容に関する事項 

 

（１）事業名称 

第 2 期古橋廣之進記念浜松市総合水泳場（ToBiO）運営維持管理事業（以下「本事業」

という。） 

 

（２）対象となる公共施設等の種類 

水泳場 

 

（３）公共施設等の管理者等の名称 

浜松市長  中野 祐介 

 

（４）本事業の概要 

古橋廣之進記念浜松市総合水泳場（ToBiO）（以下「本施設」という。）は、フジヤマ

のトビウオと称された浜松市出身の古橋廣之進翁の功績をたたえ整備した施設であり、

平成 21 年 2 月、当時の PFI 手法を導入してオープンした。本施設は、隣接する西部清

掃工場から余熱や電気を取り入れ、一体的な施設として効率的に運営されている。 

本施設は、国際公認のメインプール、飛び込みプールを有しており、これまでの間、

日本選手権水泳競技大会やシンクロジャパンオープンなど、我が国を代表する数々の

大会が開催されているほか、日本代表や大学水泳部の合宿において毎年のように活用

されるなど、水泳競技界からの評価が大変高い水泳場である。 

また、東京 2020 ではブラジルパラ選手団の事前合宿に活用されたほか、アメリカや

オーストラリアのダイビングチームの合宿にも利用されており、世界からも優れた水

泳場として認知されている。令和 8 年 9 月には、2026 愛知・名古屋アジア大会のアー

ティスティックスイミング競技の会場として使用されることが予定されている。 

毎年 8 月に本施設で開催される「とびうお杯」は、日本水泳連盟が公認する唯一の学

童水泳大会であり、世界を目指す子供の登竜門となっている。 

さらに、国際公認プールに附帯して、屋外レジャープールや温浴施設、トレーニング

ジムなどを設置しており、多様なスポーツ活動に年間約 33 万人が利用している。 

本施設は、国際大会も開催可能な「競技力の向上」と、地域住民のスポーツ実施率を

高める「健康増進」の両面の機能を併せ持つ新しいタイプの水泳場である。オープンか

ら 15 年間を第 1 期事業として進め高い効果を上げてきた。一方、設備等の老朽化や利

用者ニーズの変化が見られることから、これらの課題解決が今後の運営に求められる。 

そのため、本施設の改修、運営及び維持管理の業務を、民間事業者に一括かつ長期的

に委託することにより、これまで以上の成果を追求し、令和 6 年 5月からの約 14 年間

を第 2 期事業として PFI 法に基づく特定事業を実施する。 
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（５）事業の内容 

 

ア 事業方式 

本事業は、PFI 法に基づき、RO（Rehabilitate-Operate）方式により実施する。 

具体的には、選定された入札参加者の構成員（入札説明書Ⅱの 3 の(1)のアにお

いて定義する「構成員」と同義） は、会社法に定められる株式会社として特別目

的会社(以下「SPC」という。) を設立し、SPC が、本施設の管理者である市と締結

する本事業に係る契約（以下「事業契約」という。）に従い、本施設の改修、運営

及び維持管理を一括して受託する。 

ただし、改修業務のうち施工業務、並びに維持管理業務のうち修繕及び更新に関

し建設工事が発生するものについては、構成員若しくは協力企業（入札説明書Ⅱの

3 の(1)のアにおいて定義する「協力企業」と同義）の内、施工業務、並びに修繕

及び更新に関する業務の担当を予定している企業へ、市の委託に基づき SPC が当

該業務を発注し、従事させることを想定している。したがって、SPC が建設工事に

関連して自ら行う必要のある業務は建設工事の発注のみであるため SPC に建設業

法上の許可は不要である。 

また、SPC 及び SPC から業務を受託又は請負う企業（両方をあわせて、以下、「事

業者」という。）の提供する本施設の改修及び維持管理の対象物の所有権は、市に

帰属する。 

 

イ 事業期間 

事業期間は、事業契約締結日より令和 20 年 3 月 31 日までとする。 

 

ウ 事業の対象となる業務範囲 

事業者が行う業務の範囲は次のとおりとする。 

なお、本施設は、国際公認のメインプール、飛び込みプールを有しており、これ

までの間、日本選手権水泳競技大会やシンクロジャパンオープンなど、我が国を代

表する数々の大会が開催されているほか、日本代表や大学水泳部の合宿において

毎年のように活用されるなど、水泳競技界からの評価が大変高い水泳場であるが、

設備等の老朽化や利用者ニーズの変化が見られることから、これらの課題解決が

望まれる。そのため、市は、事業者の創意工夫の発揮により、本施設の有する機能

や知名度を活かし、スポーツを普及・振興するとともに、利用の促進及び利用者の

利便の向上を図り、本施設の更なる価値・ブランディングの向上に資する事業が実

施されることを、本事業において最も期待しており、事業者の積極的な提案をお願

いする。 
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①改修業務 

（ア）設計業務 

（イ）施工業務（本施設の改修期間に行うものをいう。） 

   ※SPCが、構成員若しくは協力企業の内、施工業務の担当を予定している企

業へ当該業務を発注し、従事させることを想定している。したがって、S

PCが建設工事に関連して自ら行う必要のある業務は建設工事の発注のみ

であるため、SPCに建設業法上の許可は不要である。 

（ウ）工事監理業務 

 

②運営業務 

※浜松市都市公園条例第3条第1項及び第3項並びに第7条の2の許可に関する業務

を含む 

（ア）利用受付業務 

（イ）安全監視業務 

（ウ）環境管理業務 

（エ）大会の開催支援業務 

（オ）トレーニングゾーン運営業務 

（カ）駐車場運営業務 

（キ）価値・ブランディング向上業務 

（ク）余剰スペース活用業務 

（ケ）その他関連業務（利用者アンケートの実施、事業者が行うべき近隣対応等） 

  

③維持管理業務 

 ※修繕及び更新に関し建設工事が発生するものについては、SPC が、構成員若しく

は協力企業の内、修繕及び更新に関する業務の担当を予定している企業へ、当該

業務を発注し、従事させることを想定している。したがって、SPC が建設工事に

関連して自ら行う必要のある業務は建設工事の発注のみであるため SPC に建設

業法上の許可は不要である。 

（ア）建築物保守管理業務 

（イ）建築設備保守管理業務 

（ウ）備品保守管理業務 

（エ）外構施設保守管理業務 

（オ）清掃業務 

（カ）警備業務 

（キ）事業期間修繕計画に基づく修繕・更新業務 

（ク）植栽維持管理業務 

 

エ 市が行う業務 

 

①本施設の改修に関する業務 

（ア）近隣同意の取得、近隣対応（市が行うべきもの） 

（イ）本施設の改修工事監理（モニタリング）の実施 

（ウ）その他これらを実施するうえで必要な業務 
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②本施設の運営及び維持管理に関する業務 

（ア）近隣対応（市が行うべきもの） 

（イ）契約管理（モニタリング）の実施 

（ウ）水泳場の大会等の開催及び開催支援 

（エ）都市公園法上の公園管理者としての業務 

   ※浜松市都市公園条例において本施設の指定管理者の業務と規定している

ものを除き、都市公園法第6条乃至第8条に規定される占用の許可に関す

る事項等を含む 

（オ）「別添資料1 要求水準書」の添付資料6「長期修繕計画（参考）」に記載の

ない修繕・更新項目において、性能の低下に伴う要求水準の不適合が確認さ

れた場合の修繕・更新に係る工事発注に関する業務 

（カ）その他これらを実施するうえで必要な業務 

 

オ 事業者の収入 

本事業における SPC の収入は以下のとおり。 

 

①改修費相当のサービス購入料 

市は、事業者が実施する改修業務の対価は、事業契約に予め定めるとおり、改修

費相当のサービス購入料として、起債相当額を、改修工事期間中の各年度における

出来高に応じて支払い、起債相当額を除く残額を改修工事完了後の運営・維持管理

期間にわたって SPC に支払う。 

改修費相当のサービス購入料は、事業契約書に予め定めるとおり、物価変動に基

づき見直すことができる。 

 

②運営・維持管理費相当のサービス購入料 

市は、事業者が実施する運営及び維持管理業務（事業期間修繕計画書に基づく修

繕・更新業務を除く）の対価を、事業契約に予め定めるとおり、運営・維持管理費

相当のサービス購入料として運営・維持管理期間にわたって SPC に支払う。 

運営・維持管理サービス購入料は、事業者が実施する運営及び維持管理業務（修

繕更新業務及び余剰スペース活用業務を除く）に要する運営・維持管理期間中の費

用合計（SPC の利益等含む）の提案金額から、SPC の運営・維持管理期間中の直接

収入合計（④項の施設利用料収入、⑤価値・ブランディング向上業務収入）の提案

金額を控除したものとする。 

なお、運営・維持管理開始日からリニューアルオープン日を含む月の月末までの

間における支払額は、事業者が実施すべき運営・維持管理業務の内容に応じて格差

をつけることを認めることとするが、リニューアルオープン日を含む月の翌月か

ら契約終了日を含む月の翌月末までの間における支払額は同一とする。 

運営・維持管理費相当のサービス購入料は、物価変動に基づき、年に 1 回改定す

る。 
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③修繕・更新費相当のサービス購入料 

市は、事業者が実施する本施設の事業期間修繕計画書に基づく修繕・更新業務の

対価を、事業契約書に予め定めるとおり、修繕・更新サービス購入料として運営・

維持管理期間にわたって SPC に支払う。 

支払金額は、改修工事完了後の運営・維持管理期間（12 年間）を前期 3 年、中

期 5 年、後期 4 年の 3 期に分割して、各期の年間の支払金額に格差をつけること

を認めるものとする。各期中は、同一の年間支払金額とする。 

3 期に分割して年間支払額に格差をつけることを認めるのは、修繕更新に係る費

用の発生とそれに対応する収入の時期がずれることによる会計上の不合理を緩和

する考えに基づくものである。 

修繕・更新費相当のサービス購入料は、物価変動に基づき、年に 1 回改定する。 

 

④施設利用料収入 

本施設を利用する市民及び各種団体等から徴収する施設利用料収入。SPC の直接

収入となる。なお、ここでいう施設利用料金とは、地方自治法第 244 条及び浜松市

都市公園条例第 29 条に基づく「利用料金」であり、その設定及び変更については、

市の事前の承諾を得ることとする。 

 

⑤価値・ブランディング向上業務収入 

事業者が本施設を利用して行う価値・ブランディング向上業務の実施による収

入。SPC の直接収入となる。 

 

⑥余剰スペース活用業務収入 

事業者が余剰スペース活用業務を実施することによる収入。SPC の直接収入とな

る。 

 

カ 本施設の位置づけ 

市は、本施設を地方自治法第 244 条の規定による公の施設とし、SPC を地方自治

法第 244 条の 2 第 3 項の規定による指定管理者として指定する。 

  

キ 清掃工場の余熱利用について 

市は、西部清掃工場で発電した電力を、まず清掃工場内で使用し、さらに本施設

へ供給するものとする。なお、清掃工場で発電した電力が不足した場合には、市が

買電し、本施設へ供給するものとする。 

また、市は、清掃工場で発生した電力以外の余熱（蒸気）を、本施設に供給し、

事業者は供給された余熱を有効利用するものとする。 

なお、西部清掃工場は、毎年 2 月に 2週間程度のメンテナンスを行っており、当
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該期間は本施設への余熱供給を停止している（連続停止日数 16 日以下）。 

加えて、西部清掃工場は建て替えを予定しており、令和 11 年 4 月以降は建て替

え後の更新清掃工場から余熱を本施設へ供給する予定である。また、令和 11 年 2

月の 2 週間から 1 カ月程度においては、更新清掃工場への移行に伴い余熱供給が

停止する見込みである（連続停止日数 28 日以下）。 

 

ク 本施設の利用形態について 

 

① 大会利用 

市等が主催する大会等の開催による利用形態。市内の学校の水泳大会から国際

大会レベルの大会の開催まで対応できるものとする。 

 

②一般利用 

市民の誰もが気軽に利用できる料金で自由に施設を利用できる利用形態。本施

設の営業時にあっては、いつでも、誰でも安全で衛生的に施設利用できるプールが

確保されているものとする。 

 

③市民等による専用利用 

市民による各種団体等が、競技の練習等の目的で本施設の一部を、一定時間独占

的に利用できる利用形態。 

 

④事業者による専用利用 

大会利用及び市民等による専用利用による利用施設及び利用時間を除き、事業

者は、本施設を活用した大会・合宿の誘致、選手や指導者を含むアスリート人材の

育成プログラム、市民の健康増進や水泳の習得等のニーズに対応するプログラム

を一定の条件の下で実施することができるものとする。 

 

（６）事業のスケジュール（予定） 

 

基本協定の締結 令和 5 年 12 月 

仮契約の締結 令和 5 年 12 月 

契約議案の議会への提出 令和 6 年 2月 

事業契約の締結 令和 6 年 2月 

準備期間 事業契約締結日～令和 6 年 4 月 30 日 

運営開始日 令和 6 年 5月 1 日 

運営・維持管理期間 令和 6 年 5月 1 日～令和 20 年 3 月 31 日 

改修期間（設計を除く） 令和 6 年 7月～令和 7年 12 月 
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リニューアルオープン 令和 8 年 1月 4 日 

 

（７）法令等の遵守 

市及び事業者は、本事業を実施するにあたり、PFI 法のほか、スポーツ基本法をはじ

め必要な関係法令、条例、規則及び要綱等を遵守しなければならない。 
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Ⅱ 入札に関する条件等 

 

１ 事業者の募集及び選定方法 

事業者の募集及び選定にあたっては、総合評価一般競争入札方式により行う。 

なお、本事業は平成 6 年 4 月 15 日にマラケシュで署名された政府調達に関する協定

（WTO 政府調達協定）の対象であり、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める政令（平成 7 年政令第 372 号）が適用される。 

 

２ 事業者の募集及び選定の手順 

 

（１）事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

本事業における事業者の募集・選定スケジュール（予定）は次のとおりとする。 

 

日程（予定） 内容 

令和5年 5月16日(火)  入札公告（入札説明書等の公表） 

令和5年 5月16日(火)～5月26日(金) 入札説明書等に関する質問の受付 

令和5年 6月26日(月) 入札説明書等に関する質問への回答 

令和5年 7月 3日(月)～7月 5日(水) 現地見学会及び個別対話の受付 

令和5年 7月10日(月)～7月14日(金） 現地見学会及び個別対話の実施 

令和5年 7月31日(月) 対話結果の公表 

令和5年 8月 7日(月)～8月10日(木) 参加表明書及び入札参加資格審査申請書類の受付 

令和5年 8月21日(月） 入札参加資格審査結果通知 

令和5年 9月 4日(月)～9月 8日(金) 入札及び提案に係る書類の受付 

令和5年 11月上旬 落札者の決定・公表 

令和5年 11月下旬～12月上旬 基本協定の締結 

令和5年 12月下旬 仮契約の締結 

令和6年 2月下旬 
契約締結（市議会の議決） 

指定管理者の指定（市議会の議決） 

 

（２）入札手続等 

 

ア 入札説明書等の公表 

入札説明書等を、本市ホームページへ掲載することにより公表する。 

また、入札説明書等は次の期間と場所において交付する。 

閲覧期間 
令和 5 年 5月 16 日（火）～5 月 26 日（金） 

（ただし、土日休日を除く。） 

閲覧時間 9 時～12 時及び 13 時～17 時 

閲覧場所 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

※なお、入札説明書等は、本市ホームページにも掲載する。 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/ 

（市ホームページアドレス） 
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イ 入札説明書等に関する質問の受付と回答 

入札説明書等の内容に関する質問の受付を次のとおり行う。 

 

ウ 現地見学会及び個別対話の実施 

市と事業者が十分な意思疎通を図ることによって、本事業の趣旨等について理

解を深めるとともに、市の意図と事業者の提案内容の間に齟齬が生じないように

することを目的に、現地見学会と対面方式による個別対話を開催する。 

現地見学会及び個別対話への申込み及び開催に関する事項は次のとおり。 

提出期限 令和5年 5月26日(金) 17時必着 

提出方法 

・質問の内容を簡潔にまとめ、「別添資料 3 様式集」の質問書（第

1 号様式-1 から 6）に記入の上、電子メ－ルでのファイル添付に

て提出のこと。 

・ファイルは Microsoft Excel 形式とすること。 

・提出者は、市に電話で受領確認を行うこと。 

・メールタイトルは「入札説明書等に対する質問（企業名）」と明

記のこと。窓口・電話・FAX での受付は行わない。 

提出先 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

電話：053－457－2421 

電子メール：sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

回答・公表 

・入札説明書等に関する質問及び質問への回答は、 

 令和 5 年 6 月 26 日(月)に市のホームページで公表する。 

・個別に回答は行わず、公表に際して質問者の名称は公表しない。 

申込期限 令和5年 7月3日(月)～7月5日(水) 17時必着 

申込方法 

・「別添資料3 様式集」の現地見学会・個別対話申込書（第1号様

式-7）及び個別対話に関する質問書（第1号様式-8）に必要事項

を記入の上、電子メ－ルでのファイル添付にて提出のこと。 

・ファイルはMicrosoft Excel形式とすること。 

・提出者は、市に電話で受領確認を行うこと。 

・メールタイトルには「現地見学会・個別対話申込み（企業名）」

と明記のこと。窓口・電話・FAXでの受付は行わない。 

・グループでの入札参加を想定している場合は、可能な限り想定

するグループ単位で申し込みを行い、グループ内で代表企業と

なることを想定する企業が、提出者となること。この場合、市

は提出者のみに必要な連絡を行う。 

・現地見学会又は個別対話のどちらか一方のみの参加も認める。 

申込先 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

電話：053－457－2421 

電子メール：sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

開催日時 令和5年 7月10日(月)～7月14日(金） 

開催に関する 

留意事項 

・現地見学会及び個別対話の実施日時、実施会場及び参加人数の

上限等の具体的な実施方法については、参加申込の状況に応じ

て市が決定し、申込期間終了後、参加申込みのあった事業者に

通知する。 

・個別対話を踏まえ、入札説明書等において市の意図が伝わって

いない点等があれば、入札説明書等に追記や追加資料の提示を

行う。透明性・公平性の観点から対話の中で、全体に周知すべ
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エ 参加表明書及び入札参加資格審査申請書類の受付 

入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、「別添資料 3 様式集」に

従い、参加表明書（第 2 号様式及び第 3 号様式）及び入札参加資格審査申請書類

（第 4 号様式から第 6号様式）を市に提出し、入札参加資格の審査を受けること。 

 

オ 入札参加資格審査結果の通知 

入札参加資格審査の結果は、入札参加資格審査の申請を行った入札参加者の代

表企業に対して、令和 5 年 8 月 21 日(月)までに書面により通知する。また、入札

参加資格審査の結果、入札参加資格があると認められた入札参加者には受付番号

等も通知する。 

なお、入札参加資格がないと認められた入札参加者の代表企業は、入札参加資格

がないと認めた理由について、令和 5 年 8 月 25 日(金)までに、その理由を問う書

面（様式自由）を持参、又は、郵送にて提出することにより説明を求めることがで

きる。市は、説明を求められた場合、入札参加者の代表企業に対して、後日、書面

により回答する。 

 

カ 入札の辞退 

入札参加資格の確認を受けた入札参加者が、入札を辞退する場合は、入札提出書

類提出期限までに、「別添資料 3 様式集」の入札辞退届（第 7 号様式）を市へ持

参し提出すること。 

なお、入札を辞退した場合に、今後、市の行う業務において不利益な扱いをされ

ることはない。 

き事項がある場合は、対話結果の公表時に合わせて公表する。

ただし、対話者名は公表しない。なお、事業者は、市が提供する

資料を、応募に際しての検討以外の目的で使用することはでき

ない。 

・現地見学会及び個別対話はそれぞれ、約1時間程度の開催を予定

しており、現地見学会及び個別対話の両方に申し込みを行った

者に対しては、可能な限り当該申込者に対する現地見学会と個

別対話を同一日に開催する想定である。 

受付期間 令和5年 8月7日(月)～8月10日(木) 17時必着 

提出方法 

・入札参加資格の申請に必要な書類は、任意の封筒に入れ封印し

持参、又は郵送することとし、その他の方法によるものは不可

とする。 

・郵送の場合は、必ず「配達記録郵便」とすること 

・宛先は、「浜松市 市民部 スポーツ振興課 総合水泳場第 2期 PFI

事業担当」とすること。 

提出先 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

住所：〒430-8652 浜松市中区元城町 103 番地の 2 

電話：053－457－2421 

電子メール：sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
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キ 入札及び提案に係る書類の受付 

入札参加資格の確認を受けた入札参加者は、入札提出書類を「別添資料 3 様式

集」に従い作成し、次のとおり市へ提出すること。 

① 持参する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 郵送する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 開札 

入札参加者より提出された入札提出書類のうち、入札書の開札を入札執行担当

者及び入札参加者立会いのもと、令和 5 年 11 月上旬に実施する予定である。開札

の詳細については、入札参加者の代表企業に別途通知する。 

 

ケ 提案内容に関するヒアリングの実施 

提案書の内容を確認のために、入札参加者に対するヒアリングを令和 5 年 11 月

上旬に実施する予定である。ヒアリングの詳細については、入札参加者の代表企業

に別途通知する。 

 

 

 

  

受付期間 令和5年 9月 4日(月)～9月 8日(金) 

受付時間 
9時～12時、及び13時～17時 

あらかじめ事務局に電話し、持参時間を調整のうえ持参すること 

提出方法 

・入札提出書類は、任意の封筒に入れ封印し提出すること 

・入札書は「別添資料3 様式集」に従い作成した提出用封筒にて

封かんし、提出すること 

提出先 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

住所：〒430-8652 浜松市中区元城町 103 番地の 2 

電話：053－457－2421 

電子メール：sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

受付期間 令和5年 9月 4日(月)～9月 8日(金) 17時必着 

提出方法 

・入札提出書類は、任意の封筒に入れ封印し郵送すること 

・必ず「配達記録郵便」とすること 

・入札書は「別添資料3 様式集」に従い作成した提出用封筒にて

封かんし、提出すること 

・宛先は、「浜松市 市民部 スポーツ振興課 総合水泳場第2期PFI

事業担当」とすること。 

提出先 

浜松市 市民部 スポーツ振興課 

住所：〒430-8652 浜松市中区元城町 103 番地の 2 

電話：053－457－2421 

電子メール：sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
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３ 入札参加者等の備えるべき参加資格要件 

 

（１）入札参加者の構成等 

入札参加者の構成等は次のとおりとする。 

 

ア 入札参加者は、複数の企業により構成されるグループとする。また入札参加者を構

成する者の内、SPC に出資を行う者を「構成員」といい、業務の一部を SPC から直

接受託・請負するが、SPC に出資を行わない者を「協力企業」という。なお、構成

員及び協力企業数の上限は任意とするが、本業務の実施に関して各々の構成員及

び協力企業が適切な役割を担う必要があり、以下に該当する者は構成員とする。 

・全体統括責任者が所属する企業 

・改修業務を行う者のうち改修業務統括責任者が所属する企業 

・施工業務を行う者のうち施工業務責任者が所属する企業 

・運営業務を行う者のうち運営業務統括責任者が所属する企業 

・維持管理業務を行う者のうち維持管理業務統括責任者が所属する企業 

・維持管理業務を行う者のうち維持管理業務の修繕及び更新に関し建設工事が

発生するものを含む業務の責任者が所属する企業  

 

  また、以下に該当する者は構成員又は協力企業とする。   

・設計業務を行う者のうち設計業務責任者が所属する企業 

・工事監理業務を行う者のうち工事監理業務責任者が所属する企業 

 

イ 入札参加者は、入札参加者を代表し、市との交渉窓口となる企業 1社を構成員から

選出し「代表企業」として定めるものとする。 

 

ウ 参加表明書提出以降、代表企業及び構成員の変更は原則として認めない。ただし、

やむを得ない事情が生じた場合は、市と協議を行う。 

 

エ 構成員のいずれかが、他の入札参加者の構成員又は協力企業、若しくはそれらの下

請企業又は再委託先になることはできない。 

 

オ 入札参加者は、本事業の落札者に選定された場合、仮契約締結時までに SPC を浜松

市内に設立するものとする。代表企業及び構成員は SPC へ出資することとし、代表

企業及び構成員以外の者の出資は認めない。また、代表企業の出資比率は出資者中

最大とする。 

 

（２）各業務を行う者の要件 

構成員又は協力企業として、本施設の改修、運営及び維持管理の各業務を行う者につ

いては、以下のア）からサ）のうち、それぞれ該当する項目の要件を満たすこと（別紙

1 も参照のこと）。なお、複数の項の要件を満たす者は、当該複数の項の業務を兼ねて
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行うことが可能であるが、改修業務の内、施工業務と工事監理業務については、同一の

者、又は、資本面若しくは人事面において密接な関連のある者が兼ねて行うことはでき

ない（「資本面において密接な関連のある者」とは、当該企業の発行済株式総数の 100

分の 50 を超える株式を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50 を超える出資をして

いる者、若しくは当該企業がその発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、

又は出資総額の 100 分の 50 を超える出資をしている者をいい、「人事面において密接

な関連のある者」とは、当該企業の代表権を有する役員を兼ねている役員ないし従業員

が存在する者をいう。）。 

 

ア 設計業務を行う者は、次の要件を満たすこと。 

①建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を行っていること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事関連業務委託 業種：建築関連コン

サルタント）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録がさ

れていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、当

該資格登録された者であること。 

 

イ 改修業務統括責任者が所属する企業及び施工業務を行う者のうち施工業務責任

者が所属する企業は、次の要件を満たすこと。 

①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による建築一式工事につ

き特定建設業の許可を受けていること。 

②参加表明書の提出期限日において、建設業法に規定する建築一式工事に係る経営

事項審査結果の総合評点が 800 点以上であること。 

③令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事 業種：建築一式工事）の登録がさ

れている者であること。また、当該入札参加資格登録がされていない者においては、

参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、当該資格登録された者であ

ること。 

 

ウ 施工業務を行う者（施工業務責任者が所属する企業を除く）は、次の要件を満た

すこと。 

①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による特定建設業の許可

を受けていること。なお、建築一式工事、または電気工事、管工事等、実施する工

事種別に応じた適切な業種についての許可を受けていること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事）の登録がされている者であること。

また、当該入札参加資格登録がされていない者においては、参加表明書の提出期限

までに資格審査の申請を行い、当該資格登録された者であること。なお、入札参加

資格の「業種」は、建築一式工事、または電気工事、管工事等、実施する工事種別

に応じた適切な業種による登録がなされていること。 
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エ 工事監理業務を行う者は、次の要件を満たすこと。 

①建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を行っていること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事関連業務委託 業種：建築関連コン

サルタント）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録がさ

れていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、当

該資格登録された者であること。 

 

オ 運営業務を行う者のうち運営業務統括責任者が所属する企業は、次の要件を満

たすこと。 

①平成 19 年 4 月 1 日以降において、プールを含むスポーツ健康増進施設について１

年以上の運営実績を有すること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（業務委託・賃貸借 業種：その他施設管理・

運転業務委託）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録が

されていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、

当該資格登録された者であること。 

 

カ 運営業務を行う者（運営業務統括責任者が所属する企業を除く）は、次の要件を

満たすこと。 

①令和 5・6年度の市の入札参加資格（業務委託・賃貸借 業種：その他施設管理・

運転業務委託）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録が

されていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、

当該資格登録された者であること。 

 

キ 維持管理業務を行う者のうち維持管理業務統括責任者が所属する企業は、次の

要件を満たすこと。 

①平成 19 年 4 月 1 日以降において、プールを含むスポーツ健康増進施設について 1

年以上の維持管理を行った実績を有すること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（委託業務・賃貸借 業種：その他施設管理・

運転業務委託）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録が

されていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、

当該資格登録された者であること。 

 

ク 維持管理業務のうち修繕・更新に関し建設工事を含むものを除く維持管理業務

を行う者（維持管理業務統括責任者が所属する企業を除く）は、次の要件を満たす

こと。 

①令和 5・6年度の市の入札参加資格（委託業務・賃貸借 業種：その他施設管理・

運転業務委託）の登録がされている者であること。また、当該入札参加資格登録が
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されていない者においては、参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、

当該資格登録された者であること。 

 

ケ 維持管理業務のうち修繕及び更新に関し建設工事が発生するものを含む業務の

責任者が所属する企業は、次の要件を満たすこと。 

①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による建築一式工事につ

き特定建設業の許可を受けていること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事 業種：建築一式工事）の登録がさ

れている者であること。また、当該入札参加資格登録がされていない者においては、

参加表明書の提出期限までに資格審査の申請を行い、当該資格登録された者であ

ること。 

 

コ 維持管理業務のうち修繕及び更新に関し建設工事が発生するものを含む業務を

行う者（当該業務の責任者が所属する企業を除く）は、次の要件を満たすこと。 

①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による特定建設業の許可

を受けていること。なお、建築一式工事、または電気工事、管工事等、実施する工

事種別に応じた適切な業種についての許可を受けていること。 

②令和 5・6年度の市の入札参加資格（建設工事）の登録がされている者であること。

また、当該入札参加資格登録がされていない者においては、参加表明書の提出期限

までに資格審査の申請を行い、当該資格登録された者であること。なお、入札参加

資格の「業種」は、建築一式工事、または電気工事、管工事等、実施する工事種別

に応じた適切な業種による登録がなされていること。 

 

サ アからコに該当しない者は、業種業態に合わせた参加資格登録が必要となるた

め、詳細は浜松市調達課に問い合わせること。 

 

（３）入札参加者の構成員及び協力企業の制限 

次に該当する者は、構成員及び協力企業となることはできない。 

 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者。 

 

イ 浜松市工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱及び浜松市物品の購入等に

係る入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止期間中の者。 

 

ウ 最近 1年間の国税又は地方税を滞納している者。 

 

エ 下記の各法律の規定による各申立てがなされている者。 

①破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定による破産の申立て 
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②会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立て 

③民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て 

 

オ 本事業に係るアドバイザー業務に関与した者並びに本事業に係る特定天井の実施

設計に関与した者及びこれらの者と資本面若しくは人事面において関連のある者。 

なお、本事業に係る市のアドバイザー業務に関与した者は次のとおりである。 

・株式会社日本経済研究所 

・株式会社サトウファシリティーズコンサルタンツ 

・アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 

また、本事業に係る特定天井の実施設計に関与した者は次のとおりである 

・株式会社公共設計 

 

カ 本事業の PFI 等審査委員会委員が所属する団体等又は、審査委員が所属する団体

等と資本面若しくは人事面において関連のある者、又は本事業の審査委員及び審

査委員が所属する団体等から、本事業に係る助言等を受けている者。 

 

キ 浜松市工事請負契約等に係る暴力団及びその関係者排除措置要領に基づく入札排

除期間中である者。 

 

ク 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）

第 2 条第 2号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第 6 号に規定する暴

力団員または同号に規定する暴力団員でなくなった日から 5 年を経過しない者を

いう。以下同じ。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のい

ずれかが役員等（無期限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準

じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体に該当す

るもの。 

 

ケ 以下に定める届出の義務のいずれかを履行していない者（当該届出の義務がない

者を除く。）。 

  （ア）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 号の規定による届出の義務 

  （イ）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 

  （ウ）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7 条の規定による届出の義務 

 

（４）参加資格の確認 

参加資格の確認は、参加表明書の提出日とする。ただし、参加資格確認後、契約締結

までの期間に、入札参加者の構成員及び協力企業が上記参加資格要件を欠くような事

態が生じた場合には、当該入札参加者は失格とする。 
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４ 審査及び選定に関する事項 

 

（１）PFI 等審査委員会の設置 

事業提案の審査は、透明性及び公平性を確保することを目的として設置した、学識

経験者、専門家及び市の職員で構成されるPFI等審査委員会において行う。PFI等審査

委員会は、以下の学識経験者、専門家及び市の職員の5名で構成される。 

 

委 員 長  大竹 弘和  (神奈川大学教授) 

副委員長  嶋野 聡      (浜松市市民部文化振興担当部長) 

委    員  八木 佐千子 (有限会社ナスカ一級建築士事務所代表取締役) 

委    員  天米 一志  (Amame Associate Japan inc.代表取締役) 

委    員  須部 保之    (浜松市財務部公共建築課長) 

 

（２）審査の手順及び方法 

 

ア 資格審査 

資格審査では、参加表明時に提出する入札参加資格審査申請書類について参加

資格要件の具備を確認する。 

 

イ 提案審査 

提案審査では、「別添資料 2 落札者決定基準」に従って、PFI 等審査委員会に

おいて提案書等の審査を総合評価の方法により行い、最優秀提案を選定する。総合

評価は、入札参加者の提案金額に対する評価点と提案金額以外の提案内容につい

ての評価点を加算して総合評価点を得る方法によるものとする。 

 

ウ 審査事項 

審査事項は、「別添資料 2 落札者決定基準」に示す。 

 

エ 落札者の決定 

市は、PFI 等審査委員会による評価の結果を基に落札者を決定し、落札者との契

約交渉及び契約手続を行う。 

 

オ 審査結果 

審査結果は、市のホームページ等で公表する。 

 

カ 入札の中止 

入札参加者が 1 者の場合も入札を行う。ただし、入札妨害の疑い、不正又は不

誠実な行為等により入札を執行できないと認められるとき、又は災害その他やむ
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を得ない理由が生じたときは、入札の執行延期、再入札公告又は入札の取り止め等

の対処を図る場合がある。 

 

キ 落札者を決定しない場合 

募集及び選定の過程において、入札参加者が無い、あるいは、いずれの入札参加

者も市の財政負担額の縮減が見込めない等の理由により、本事業を PFI 事業とし

て実施することが適当でないと判断された場合は、特定事業の選定を取り消すこ

ととし、その旨を速やかに市ホームページにおいて公表する。 

 

５ 入札に関する留意事項 

 

（１）入札説明書等の承諾 

入札参加者は、入札説明書等に記載された内容を承諾の上、入札に参加すること。 

 

（２）入札に伴う費用負担 

入札に伴う費用は、全て入札参加者の負担とする。 

 

（３）入札提出書類作成要領 

入札提出書類を作成するにあたっては、「別添資料 3 様式集」に示す指示に従うこ

と。 

 

（４）入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

・入札事項若しくは価格を表示しないもの又は不明確な入札 

・入札参加者の記名及び押印のない入札 

・委任状のない代理人がした入札 

・複数の入札者の代理人となった者がした入札 

・同一入札参加者による複数の入札 

・入札に際して不正の行為があったと認められる入札 

・参加表明書等その他一切の提出書類に虚偽の記載をした者がした入札 

・所定の日時までに所定の場所に到着しなかった入札 

・入札参加資格を具備しない者がした入札 

・その他入札に関する条件に違反した入札 

 

（５）入札提出書類の取扱い 

 

ア 著作権 

入札参加者から提出された本事業に関する入札提出書類の著作権は、入札参加者

に帰属するものとし、審査結果の公表以外には使用しないものとする。ただし、本事

業において公表、及びその他市が必要と認める時には、市は入札提出書類の全部又は

一部を無償で使用できるものとする。 
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なお、入札参加者からの提出書類については返却しないものとする。 

 

イ 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維

持管理方法等を使用したことに起因する責任は、提案を行った入札参加者が負う。こ

れにより市が損失又は損害を被った場合は、当該入札参加者は市に対し当該損失又

は損害を賠償しなければならない。 

 

ウ 情報公開請求 

入札提出書類は、公平性、透明性を期すために、「浜松市情報公開条例」等関連法

令に基づく情報公開請求がなされた場合、もしくは市が入札提出書類の公表が特に

必要と判断する場合には、その全部を原則公開又は公表するものとする。例外的に、

入札参加者の技術力やノウハウ等、公開又は公表することにより入札参加者の正当

な利益を害する情報がある場合には、市の判断で非公開とするものとする。なお、公

開又は公表する場合の入札提出書類の使用に関する費用は、無償とする。 

 

エ 使用言語、単位及び時刻 

選定に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成 4 年 5 月 20 日法律第 51 

号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

 

オ 禁止事項 

入札参加者は、複数の提案を提出することはできない。また、提出期限以降、提出し

た提案を市の承諾なく修正することはできない。 
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Ⅲ 提案条件に関する事項 

 

１ 立地に関する事項 

 

所在地 浜松市西区篠原町 23982 番地の 1 

面 積 約 3.5ｈａ 

用途 

地域等 

都市計画区域内市街化調整区域 

用途地域指定なし 

都市計画公園 

第 1 種風致地区 

容積率 200％ 

建ぺい率 60％＋10％ 
※建築基準法第 53 条 3 項二号 

交通 
東海道本線高塚駅から約 2.2km 

国道 1 号線浜名バイパス篠原ＩＣから約 0.8km 

 

２ 建物等の概要 

 

（１）施設構成 

 

ア メインプールゾーン 

・メインプール 50ｍ×10 コース(国際公認 8 コース) 

 ※25ｍ×9コース×2 面の短水路使用可能 可動床（0～3ｍ） 

    ・飛込みプール（25ｍ×25ｍ、国際公認）※可動床（0～5ｍ） 

    ・メイン観覧席（3,001 席、仮設席・貴賓席・車椅子席・立見席含む） 

    ・大型映像装置 

・採暖室、器具庫 

 

イ サブプールゾーン 

    ・サブプール 25ｍ×8 コース(国内公認 8 コース) 

    ・サブ観覧席（2 階席 192 席＋プールサイド 112 席） 

    ・採暖室、器具庫 

 

ウ レジャープールゾーン 

・各種プール（流れるプール、ウォータースライダー、ジャグジープール等） 

・子供プール、幼児プール 
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エ プール共通ゾーン 

・更衣ロッカー室、シャワー室、家族更衣室、プール付属便所等 

 

オ 大会運営ゾーン 

・大会総務室、審判長室、記録室、貴賓室、放送室、選手控室等 

 

カ トレーニングゾーン 

  ・ジム、スタジオ、更衣ロッカー室、シャワー室 

 

キ 管理ゾーン 

・管理事務室、救護室、会議室、倉庫、機械室等 

 

ク 共用ゾーン 

・エントランスホール、ラウンジ、資料室、物販・飲食店舗、便所、階段、廊下等 

 

ケ 外部施設 

・駐車場、駐輪場、緑地、歩道等 

 

コ その他 

・日本水泳の歴史資料室 

 

（２）建物概要 

 

構 造 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 地下 1 階地上 2 階建 

延床面積 約 17,700 ㎡ 

駐車場 

186 台 

（内訳 一般 135 台 障がい者用 5 台 おもいやり用 3 台  

大型・マイクロバス用 9 台 職員用 34 台） 

駐輪場 75 台（本施設北側壁沿い） 

 

３ 本施設の使用条件 

本施設は市が所有し、SPC は、事業期間にわたり、本事業に合理的に必要と認められる

範囲において無償で使用することができる。 

 

４ 事業期間終了後の措置 

市は、事業期間終了後も本施設を継続して公共の用に供する予定である。事業者は、事

業期間終了時に本施設を運営に支障がない状態で、市に引継ぐものとする。 
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原則、事業者の所有する内装及び什器備品は、撤去して市に引継ぐものとするが、市と

協議の上、必要に応じて、残置することも可能とする。 

 

５ 提供される業務の要求水準 

「別添資料１ 要求水準書」に従い、提案書類を作成すること。 

 

６ モニタリングに関する事項 

 

（１）モニタリングの実施 

市は、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書等に規定された水準並び

に提案書において入札参加者が提案した水準を達成しているか否かを確認すべく、本

事業の実施状況についてモニタリングを実施するものとする。 

 

（２）モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法は、「別添資料 6 モニタリング基本計画（案）」を参照

することとするが、詳細な実施方法については、契約締結後に市と事業者とが協議を行

い決定するものとする。 

 

（３）モニタリングの費用 

モニタリングの実施のために市に発生する費用は、市の負担とする。 

その他の費用（セルフモニタリングに要する費用等）は事業者の負担とする。 

 

（４）サービス購入料の減額等 

モニタリングの結果、要求水準が満たされていない場合、市は、事業者に対する支払

額を減額若しくは支払停止することがある。減額の考え方については、「別添資料 6 モ

ニタリング基本計画（案）」を参照すること。 

 

７ 入札価格に関する事項 

 

（１）算定方法 

 入札金額は、市から受け取るサービス購入料の総額の単純合計値（消費税及び地方消

費税を含まない。）の額を記載するとともに、サービス購入料 A、B、C 及び D について、

事業契約書（案）に定めた算定方法に従い算定し記載すること。 

この際の割賦金利の算定にあたっては、元利均等払いを前提とする支払金利によっ

て算出し、支払金利は、基準金利と事業者が提案するスプレッドの合計とし、基準金利

は、Refinitiv（登録商標）より提供されている午前 10 時 30 分現在の東京スワップレ

ファレンスレート（TONA 参照）として JPTSRTOA=RFTB に掲示されている TONA ベー

ス 15 年もの（円／円）金利スワップレートとする。 

また、金利変動及び物価変動は見込まないものとする。 



 

 24

 

（２）契約上限金額 

本事業の契約上限金額は、次のとおりとし、契約上限金額を上回った者は失格とする。 

    

8,840,919,000 円 
（消費税及び地方消費税、並びに物価変動は含まない） 

 

市は、上記金額の内訳（消費税及び地方消費税、並びに物価変動は含まない）として

以下を想定している。ただし、以下の金額は事業者の入札金額の内訳を制限するもので

はない。 

①改修費相当：2,946,971,000 円 

②運営・維持管理費相当※：4,494,719,000 円 

③修繕・更新費相当：1,399,229,000 円 

※事業期間修繕計画書に基づく修繕・更新業務に係る費用は、運営・維持管理費相当

には含まず、修繕・更新費相当に含む。 
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Ⅳ 事業契約に関する事項 

 

１ 基本協定の締結 

市と落札者は、入札説明書等及び入札提出書類に基づき、落札者の決定後速やかに基本

協定を締結する。 

 

２ SPCの設立 

（１） 落札者は、仮契約締結までに本事業を実施する会社法に定める株式会社として、SPC 

を浜松市内において設立するものとする。 

（２） 落札者の構成企業は SPC へ出資することとし、SPC に出資する構成企業全体の出

資比率の合計は、100％とする。 

（３） 落札者の構成企業のうち代表企業については、SPC に出資する全ての構成企業の中

で最大出資比率となるようにすること。 

（４） SPC に出資する全ての構成企業は、事業契約が終了するまで SPC の株式を保有し

続けるものとし、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の

設定その他の一切の処分を行うことはできない。 

 

３ 仮契約の締結 

市と落札者は、事業契約書の内容について協議を行い、令和 5 年 12 月 31 日までに合

意を得て仮契約を締結するように努めるものとする。また、原則として事業契約書（案）

で示した内容及び事業者提案書類の内容を変更できないことに留意すること。ただし、条

文の意味を明確化するために文言の修正を行うことは可能とする。 

 

４ 事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 

市は、事業契約に関する議案、指定管理者の指定に関する議案を、令和 6 年 2 月に上

程する予定で、市議会の議決を経て本契約となる。 

 

５ 契約を締結しない場合 

落札者決定日の翌日から事業契約締結日までの間、落札者の代表企業、構成企業又は協

力企業が入札参加資格要件を欠くに至った場合、市は事業契約を締結しない。この場合に

おいて、市は落札者に対して一切の費用負担を負わないものとする。 

ただし、落札者の構成員又は協力企業が入札参加資格要件を欠くに至った場合で、当該

落札者が入札参加資格を欠いた構成員又は協力企業に代わって、入札参加資格を有する

構成員又は協力企業を補充し、市が当該入札参加資格を有すると判断し、かつ契約締結後

の事業実施に支障をきたさないと判断した場合は、事業契約を締結する。 

なお、この場合の補充する構成員又は協力企業の入札参加資格の確認基準日は、当初の

構成員又は協力企業が入札参加資格要件を欠いた日とする。 
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６ 契約締結に係る費用の負担 

契約締結に係る落札者側の弁護士費用及び印紙代等は、落札者の負担とする。 

 

７ 入札保証金 

入札保証金は免除する。 

 

８ 契約保証金 

 

（１）契約保証金の金額 

落札者は市に対し、契約保証金として、本契約の締結と同時にサービス購入料のうち、

改修費相当のサービス購入料（サービス購入料 A 及び B）から割賦金利相当額を控除し

た額の 100 分の 10 以上に相当する額を納付する。 

 

（２）契約保証金の免除 

次のいずれかに該当するときは、前の規定にかかわらず、契約保証金の全部又は一部

を免除することができる。 

ア 落札者が保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

イ 落札者から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計令

（昭和 22 年（1947 年）勅令第 165 号）第 100 条の 3 第 2 号の規定に基づき財

務大臣が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。 

ウ 落札者が保険会社との間に落札者を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、

又は、施工業務を担当する者をして締結させ、当該履行保証保険契約の締結と同時

に当該契約に基づく保険金請求権に対し、違約金支払債務その他の本契約に基づ

く市の落札者に対する一切の金銭債務を被担保債務とする第一順位の質権を市の

ために設定したうえで、その保険証券及び保険会社の質権設定承諾書を提出した

とき。 

 

（３）契約保証金の還付 

契約保証金は、改修期間満了後において、SPC は返還請求ができるものとする。 

 

９ 金融機関と市の協議（直接協定） 

市は、事業の安定的な継続を図るために必要と認めた場合には、一定の事項について、

選定事業者に融資を行う金融機関又は融資団と協議を行い、当該金融機関又は融資団と

直接協定を締結することがある。ただし、当該協議が整わない場合、市は直接協定を締結

しない。 
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Ⅴ 事業契約等の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

 

 事業契約等の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は、誠意をもって協議するも

のとし、協議が整わない場合は、事業契約中に規定する具体的措置に従う。 

 また、事業契約に関する紛争については、静岡地方裁判所を合意による第一審の専属管

轄裁判所とする。 

 

Ⅵ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

 

 本事業において、事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとることとする。 

 

１ 事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 

（１）事業者の提供するサービスが、事業契約で定める事業者の責めに帰すべき事由により

債務不履行又はその懸念が生じた場合、市は、事業者に対して、改善勧告を行い、一定

期間内に改善策の提出・実施を求めることができる。事業者が当該期間内に改善をする

ことができなかったときは、市は、事業契約を解除することができる。 

 

（２）事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、事業契約に基づ

く事業の継続的履行が困難と合理的に認められる場合、市は、事業契約を解除すること

ができる。 

 

（３）前号 2号の規定により市が事業契約を解除した場合、事業者は、市に生じた損害を賠

償しなければならない。 

 

２ 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 

（１）市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場合、

事業者は事業契約を解除することができる。 

 

（２）前号の規定により事業者が事業契約を解除した場合、市は、事業者に生じた損害を賠

償しなければならない。 

 

３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 

不可抗力その他市又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が

困難となった場合、市及び事業者の双方は、事業継続の可否について協議する。一定の

期間内に協議が整わないときは、それぞれの相手方に事前に書面によりその旨を通知 
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することにより、市又は事業者は、事業契約を解除することができる。 

 

４ その他 

その他、事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、事業契約に定める。 

 

Ⅶ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

 

PFI 法に規定する法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事

項は、次のとおりである。 

 

（１）市は、事業者が法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援を受けること

ができるよう努める。 

 

（２）市は、事業者に対し、補助、出資等の支援は行わない。 

 

Ⅶ その他事業の実施に関する問い合わせ先 

 

本事業の担当部署は、次のとおりである。 

 

浜松市市民部スポーツ振興課 

 

〒430-8652 

浜松市中区元城町 103 番地の 2 

電 話  053－457－2421 

E-mail  sports@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
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別紙 1 参加条件一覧表 

 

 
 

 

構成員 協⼒企業

建築⼠法（昭和25年法律第202
号）第23条の規定に基づく⼀級
建築⼠事務所の登録を⾏っている
こと。

令和5・6年度の市の⼊札参加資
格（建設⼯事関連業務委託 業
種：建築関連コンサルタント）の
登録がされている者であること。
また、当該⼊札参加資格登録がさ
れていない者においては、参加表
明書の提出期限までに資格審査の
申請を⾏い、当該資格登録された
者であること。

建設業法（昭和24年法律第100
号）第3条第1項の規定による建
築⼀式⼯事につき特定建設業の許
可を受けていること。

参加表明書の提出期限⽇におい
て、建設業法に規定する建築⼀式
⼯事に係る経営事項審査結果の総
合評点が800点以上であること。

令和5・6年度の市の⼊札参加資
格（建設⼯事 業種：建築⼀式⼯
事）の登録がされている者である
こと。また、当該⼊札参加資格登
録がされていない者においては、
参加表明書の提出期限までに資格
審査の申請を⾏い、当該資格登録
された者であること。

平成19年4⽉1⽇以降において、
プールを含むスポーツ健康増進施
設について１年以上の運営実績を
有すること。

平成19年4⽉1⽇以降において、
プールを含むスポーツ健康増進施
設について1年以上の維持管理を
⾏った実績を有すること。

令和5・6年度の市の⼊札参加資
格（業務委託・賃貸借 業種：そ
の他施設管理・運転業務委託）の
登録がされている者であること。
また、当該⼊札参加資格登録がさ
れていない者においては、参加表
明書の提出期限までに資格審査の
申請を⾏い、当該資格登録された
者であること。

必須 不可 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意

改修業務統括責任者が所属する企業 必須 不可 任意 任意 必須 必須 必須 任意 任意 任意

設計業務責任者が所属する企業 必須 必須 任意 任意 任意 任意 任意 任意

上記以外で設計業務を担当する企業 任意 任意 必須 必須 任意 任意 任意 任意 任意 任意

施⼯業務責任者が所属する企業 必須 不可 任意 任意 必須 必須 必須 任意 任意 任意

上記以外で施⼯業務を担当する企業 任意 任意 任意 任意 必須※1 任意 必須※2 任意 任意 任意

⼯事監理業務責任者が所属する企業 必須 必須 任意 任意 任意 任意 任意 任意

上記以外で⼯事監理業務を担当する企業 任意 任意 必須 必須 任意 任意 任意 任意 任意 任意

必須 不可 任意 任意 任意 任意 任意 必須 任意 必須

任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 必須

必須 不可 任意 任意 任意 任意 任意 任意 必須 必須

業務責任者が所属する企業 必須 不可 任意 任意 必須 任意 必須 任意 任意 任意

上記以外で業務を担当する企業 任意 任意 任意 任意 必須※1 任意 必須※2 任意 任意 任意

業務責任者が所属する企業 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 必須

上記以外で業務を担当する企業 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 任意 必須

上記に該当しない企業 任意 任意

※1  責任者の所属する企業以外の企業については、⼯事業種を建築⼀式⼯事に限定せず、当該企業が実施する⼯事種別に応じた適切な業種についての許可を受けていることを要件とする。
※2  ⼊札参加資格の「業種」は、建築⼀式⼯事、または電気⼯事、管⼯事等を実施する場合、実施する⼯事種別に応じた適切な業種による登録がなされていることを要件とする。

修繕及び更新に関し建設⼯事が発⽣するものを含む業務以外の維持管理業務を担当する企業

運営業務統括責任者が所属する企業

上記以外で運営業務を担当する企業

維持管理業務統括責任者が所属する企業

業種業態に合わせた参加資格登録が必要となるため、詳細は浜松市調達課に問い合わせること。

いずれかの形態に
よる参加は必須

構成員⼜は協⼒企業として参加する場合に求める資格要件

改修業務を担当する企業

設計業務を担当する企業

施⼯業務を担当する企業

いずれかの形態に
よる参加は必須

参加形態

全体統括責任者が所属する企業

参加企業の分類

⼯事監理業務を担当する企業

運営業務を担当する企業

維持管理業務を担当する企業

 修繕及び更新に関し建設⼯事が発⽣するものを含む業務を担当する企業


